
虐待判断
件数

令和２年度 障害者虐待対応状況《障害者福祉施設従事者等による障害者虐待》

●本人33件

●当該施設・事業所
設置者・管理者・サビ管
・児発管33件

●家族・親族12件

●その他(※)の施設職員17件

134件

主な通報・届出者

市町村

●虐待の事実が認められた事例 44件
●虐待の事実が認められなかった事例 38件
●虐待の事実の判断に至らなかった事例 39件

事実確認調査を行った事例

障害者総合支援法等
による権限行使等

●事業所に対する指導 28件
●改善計画の提出依頼 23件
●虐待を行った障害者福祉従事者等
への注意・指導 11件

●報告徴収・立入検査等 0件
●改善勧告 0件

県・市町村が講じた
措置・対応状況

●性別
男性(27人)女性(16人)不明(1人)

●年齢
・～29歳（3人） ・30歳～39歳（5人）
・40歳～49歳（8人）・50歳～59歳（6人）
・60歳以上(5人) ・不明(17人)

●職種
・生活支援員(17人)
・世話人(7人)・管理者、設置者(6人)
・サビ管、児発管（1人）
・その他従事者(9人)

●雇用形態
・正規雇用(20人)
・非正規雇用(8人)
・不明(16人)

虐待行為の類型（複数回答）

障害者虐待が認められた事業所種別

●性別 男性(40人)女性(10人)
不明(0人)

●年齢
・20歳未満(6人) ・20歳～29歳(8人)
・30歳～39歳(9人) ・40歳～49歳(6人)
・50歳～59歳(6人) ・60歳以上(13人)
・不明(2人)

●障害種別(重複障害あり)
・身体障害(14人) ・知的障害(34人)
・精神障害(12人) ・発達障害(3人)

虐待者(44人)
被虐待者(50人)

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 放棄、放置 経済的虐待

件数 20 4 26 3 1

人数 25 3 37 7 3

●相談・通報・届出を受理した時点で.

明らかに虐待でないと判断した事例 11件
●後日、事実確認調査を予定している等 9件
●その他 0件

事実確認調査を行っていない事例

県

教育・知識・介護技術等に関する問題 29

教育のストレスや感情コントロールの問題 25

倫理観や理念の欠如 30

虐待を助長する組織風土や職員間の関係性の悪さ 6

人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ 13

障害者支援施設 9

共同生活援助 10

就労継続支援B型事業所 3

放課後等デイサービス 4

生活介護 6

就労継続支援A型事業所 3

療養介護 0

地域活動支援センターを経営する事業 0

短期入所 1

児童発達支援 1

資料３－２

＊複数の市町村が該当する場合、それぞれ計上している

40件

市町村・県への
相談・通報件数

事実確認の状況（121件）

虐待の背景（重複あり）

管理者の虐待防止に関する研修受講 20

職員に対する虐待防止に関する研修の実施 27

虐待防止委員会の設置 16

通報義務の履行 15

施設・事業所の対応（重複あり）

令和４年度
権利擁護専門部会


